
様式第１号（第３条関係）

島根県新商品等による新事業分野開拓事業者の認定申請書

　　　年　　　月　　　日

島根県知事　　　　　　　　　殿

申請者の所在地

申請者商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　

代表者の役職名及び氏名　　　　　　　　　　　　印

地方自治法施行令第167条の２第１項第４号の規定による認定を受けたいので、島根県新商品等による新事業分野開拓事業者認定要綱第３条の規定により申請します。

（添付書類）　

① 別紙　実施計画書

　　　　　② 定款及び登記簿謄本（法人に限る）

　　　　　③ 直近２営業期間の営業報告書又は決算書、貸借対照表及び損益計算書等

　　　　　④ 新商品又は新役務に関するパンフレット又は写真等

（注）本様式は、日本工業規格Ａ４版とすること。

様式第２号（第３条関係）

新たな事業分野の開拓の実施に関する計画書

１　申請者の概要

	住所

(所在地)
	

	氏名

（名称）
	

	代表者名
	

	電話番号
	（　　　　）　　　－
	FAX番号
	（　　　　）　　　－

	URL
	http://
	E-mail
	

	設立年月日
	
	年　　　月　　　日
	資 本 金
	　　　　　　　　　　　千円

	業　種
	
	従業員数
	常　用　　　　　　　　　人

	
	
	
	臨　時　　　　　　　　　人

	会社略歴
	

	現 在 の

事業内容
	

	直近の決算
状況　　　　　　
	　年　　月期

（第　　　期）
	売上高
	　　　　千円
	当期利益
	　　　　千円


２　新商品又は新役務の概要

（１）新商品又は新役務の内容

	新商品又は新役務の名称
	

	新商品の開発及び販売開始時期
又は新役務の開発及び提供開始時期
	開発開始　　　　　年　　 　月
	販売開始　　　　　年　　　月
提供開始　　　　　年　　　月

	新商品の販売価格又は新役務の提供価格
	

	新商品又は新役務の具体的内容
	

	新規性・先進性・独自性、社会的有用性の内容
	

	産業財産権の取得、出願等
	・産業財産権の種類：

・取得（出願）年月：

	過去３年間の売上状況
	決算期
	年　月期　
	年　月期　
	年　月期　
	備　考

	
	売上高
	千円
	千円
	千円
	

	新商品又は新役務に係る経営革新等

認定状況
	中小企業創造活動促進法による研究開発等事業計画の認定：　　　　年　月認定

中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律による

経営革新計画の承認　　　　　　　　　　　　　　　　　：　　　　年　月承認

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	新商品又は新役務に係る公的支援状況

	補助金・助成金

	支援機関名：

事業名称　：　　　　　年度　　　　　　　　　　　　　　　
補助金額　（　　　　　　　　　　　　千円）

	
	表彰等
	年度　　　：　　　　　年度

実施機関名：

事業名称　：

	県の機関における使用方法の提案
	県の機関（本庁、出先機関、県立病院、試験研究機関）における新商品又は新役務の使用方法の例を、具体的に提案してください。

	その他

特記事項
	


（２）新商品の生産・販売又は新役務の提供
	今後３年の新商品の生産の目標及び実施時期


	決算期
	年　月期　
	年　月期　
	年　月期　
	備　　考

	
	生産数量
	
	
	
	

	
	生産額
	千円
	千円
	千円
	

	今後３年の新役務の提供の目標及び実施時期


	決算期
	年　月期　
	年　月期　
	年　月期　
	備　　考

	
	数量
	
	
	
	

	
	売上額
	千円
	千円
	千円
	

	新商品の生産の実施方法
	① 自社生産、共同生産、委託生産の別

② 資材部品等の調達の概要

③ 生産に必要な機械設備の概要

④ 生産の実施場所

⑤ その他



	新役務の提供の実施方法
	① 自社、共同、委託の別

② 提供に必要な設備等の概要

③ 提供の実施場所

④ その他



	市場の状況
	※　現在の市場規模、販売ターゲット、競合商品又は役務の有無等

	新商品の出荷
・流通、販売方法等又は新役務の提供方法等
	

	その他

特記事項
	


（３）新商品の生産又は新役務の提供の実施に必要な資金の額及び調達方法

（単位：千円）

	区　　　分
	年　　月期
	年　　月期
	年　　月期
	備　考

	＜必要な資金の額（内訳）＞

	
	① 原材料費
	
	
	
	

	
	② 機械装置費・工具器具費
	
	
	
	

	
	③ 外注加工費
	
	
	
	

	
	④ 技術指導受入費
	
	
	
	

	
	⑤ 直接人件費
	
	
	
	

	
	⑥ 市場調査・広報宣伝費
	
	
	
	

	
	⑦ その他経費
	
	
	
	

	合　　計(a)
	
	
	
	

	＜必要な資金の調達方法（内訳）＞

	
	① 自己資金
	
	
	
	

	
	② 借入金
	
	
	
	

	
	③ 投資
	
	
	
	

	
	④ 補助金・助成金
	
	
	
	

	
	⑤ その他
	
	
	
	

	合　　計(b)
	
	
	
	


【記載要領】※１　合計(a)と合計(b)は一致します。

　　　　　　※２　備考欄について、資金調達方法のうち、「②借入金」及び「③投資」についてはその機関の名称を、「④補助金・助成金」を活用する場合には、具体的な補助事業名を記入すること。

様式第３号（第７条関係）
島根県新商品等による新事業分野開拓事業者の変更認定申請書

　　　年　　　月　　　日

島根県知事　　　　　　　　殿

申請者の所在地

申請者商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　

代表者の役職名及び氏名　　　　　　　　　　　　印

　　年　　月　　日付け　　第　　　号による認定に係る実施計画について、下記のとおり変更したいので、島根県新商品等による新事業分野開拓事業者認定要綱第７条第１項の規定により申請します。

記

　１　変更事項

　２　変更の理由

　３　変更の内容

	変更前
	変更後

	
	


（添付書類）　

 変更後の実施計画書
様式第４号（第９条関係）
島根県新商品等による新事業分野開拓事業者の事業中止届

　　　　　年　　　月　　　日

島根県知事　　　　　　　　殿

申請者の所在地

申請者商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　

代表者の役職名及び氏名　　　　　　　　　　　　印

　　年　　月　　日付け　　第　　　号による認定に係る実施計画について、下記のとおり事業を中止しますので、島根県新商品等による新事業分野開拓事業者認定要綱第９第２項の規定により届け出ます。

記

　１　事業中止の理由

　２　事業中止の時期

